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日興運輸（株） 総合効率化計画の概要

効率化計画の概略図①（青果）
計画する輸送体系現行の輸送体系

関東エリア市場

関東エリア市場

南津軽エリア

西津軽エリア

五所川原エリア
青森エリア

（特定流通業務施設）

関西エリア市場

中部エリア市場

中国エリア市場

流通センター

保管施設が無いため、集荷車両をそのまま市場（荷受先）
へ向かわせているが、市場の到着要請時刻に合わせるため
に集荷途上の出発となり、集荷段階の平均積載率は４０％、
市場向けの段階でも積載率は７０％程度に留まっている。

・保管施設（流通センター）の整備により、到着要請時刻にとら
われないエリア別集荷体制とし、一時保管する。これにより、集
荷時における平均積載率は６０％程度に向上。

・一時保管により、到着要請時刻に対応したまま、市場（荷受
先）向け輸送の積載率は９０％程度に向上。

・流通加工施設の整備により、集荷先が個別に行っている「選
果」作業を受託し、青果流通の総合化拠点とする。

総合効率化

南津軽エリア

西津軽エリア

五所川原エリア

青森エリア

関西エリア市場

中部エリア市場

中国エリア市場

本社 ①

②

③ ④

⑤

⑥

⑦
⑧

①～④

⑤

⑥

⑦
⑧

事業後のCO2排出量計 2680.59t-co2/年
＝1244.24ｔ-CO2/年

CO２削減効果（青果）
削減量；3924.83ｔ‐CO2/年－2680.59ｔ-CO2/年
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効率化計画の概略図②(冷凍冷蔵食品)

計画する輸送体系現行の輸送体系
保管施設が無いため、青森県内向け冷凍冷蔵食品を積載し
たトラックは、本社到着後に駐車場にて待機し、県内配送ト
ラックのドライバー出勤を待って、荷下ろし、仕分け、積み込
みを行って、配送先の到着要請時刻に合わせて出発している。
この時間制約のため、県内配送車の積載率は３０％程度と
なっている。

保管施設（流通センター）の整備により、到着後直ちに荷下ろし
を行い、県内配送トラックのドライバー出勤までには仕分けも
終了させる。これにより県内配送トラックへの積み込みと、配送
時間のいずれにも充分な時間が確保されるため、配送トラック
の積載率を６０％～９０％に向上させ、配送トラックをエリア別
に集約することで、運行台数を削減する。

総合効率化

大館

弘前

五所川原

青森

荷主（仙台）

十和田三沢

八戸

むつ

本社

①②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

（特定流通業務施設）

流通センター

大館

弘前

五所川原

青森

荷主（仙台）

十和田三沢

八戸

むつ

①②

③④
⑤⑧

⑦⑨

⑥

CO２削減効果（冷凍冷蔵食品）

削減量；385.38t-co2/年－338.07t-co2/年 ＝47.31 t-co2/年

CO２削減効果合計（青果・冷凍冷蔵食品）
削減量；1244.24ｔ-co2/年＋47.31ｔ-co2/年＝1291.55ｔ-co2/年

削減率；１- 3018.66t-co2/年（事業後のCO2総排出量）／4310.21t-co2/年（現行のCO2総排出量）×100％＝29.96％

２



（有）サンワ物流
総合効率化計画の概要

現行

計画

３



倉庫間輸送の削減
一般消費財 倉庫からの配送によるCO2削減

関
東
・
東
北
方
面

輸送ﾄﾝ数 5394.54 t

計画 142.9133 t-CO2  (東松山発集計）

削減量 497.5905 t-CO2 

現行CO２排出量 896.3773 t-CO2   - 計画CO２排出量 142.9133   t-CO2  =  削減量 753.464 t-CO2

本計画によるCO2削減率は、84.06％となる

入 庫東松山営業所
東松山物流ｾﾝﾀｰA・B棟

上尾倉庫
ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ貨物の倉
庫間輸送の削減

24KM 20.6KM

計画
倉 庫 間 輸 送 な し =    0 t-CO2

削減量 =   255.8735 t-CO2 

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ貨物の倉
庫間輸送の削減

東松山営業所
東松山物流ｾﾝﾀｰB棟

入 庫

周辺保管先
倉庫

東松山営業所
東松山物流ｾﾝﾀｰA棟

上尾倉庫
ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ貨物の倉
庫間輸送

24KM 20.6KM

現行
31062ｔ X   20.6km    X    0.000173  =   110.6988 t-CO2
34965ｔ X   24   km    X    0.000173  =   145.1747 t-CO2

合 計 =   255.8735 t-CO2

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ貨物の倉
庫間輸送

現 行

計 画

他業者 関西地区倉庫

関
東
・
東
北
方
面

輸送ﾄﾝ数 5394.54 t

現行 640.5038 t-CO2  (神戸発集計）

各地への配送

各地への配送

CO2排出量は、２００５年７月から２００６年６月
の輸送ﾄﾝ数実績に基づいて計算しております。

計 画

現 行

周辺保管先
倉庫

日本トランスシティ（株）・高橋梱包運輸（株） 総合効率化計画の概要
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外注先より
製品供給

◆ 現行のフロー◆

外部保管
石下倉庫

量販店
柏市

量販店
宇都宮市

量販店
立川市

外部保管
尾崎倉庫

◆ 計画する物流フロー◆

受注先
全国

量販店
柏市

量販店
宇都宮市

量販店
立川市

受注先
全国

十和運送株式会社取扱

他社取扱

十和運送株式会社の総合効率化計画の概要

Ａ製造会社

つくば事業所

（生産 集約）

茨城県つくばみらい市

Ｂ販売会社

館林物流センター

群馬県館林市

十和運送株式会社

つくば物流センター

（集約）

茨城県つくばみらい市

Ａ製造会社

つくば事業所

（生産）

茨城県つくばみらい市

５



総合効率化計画概略図

①A社　　現行東京大井～都内→横浜本牧～南本牧への変更によるドレー距離の短縮

① 大井コンテナヤード →　（トラック）　→ 都内現行業者倉庫 9,468 t Ｘ 60 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 98.27784 98.28 t-CO2

都内現行業者倉庫 →　（トラック回送）　→ 大井コンテナヤード 828 t Ｘ 60 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 8.59464 *注 8.59 t-CO2

(年間360台で算出)

*注：コンテナの場合は貨物の実重量で計算しているため、排出原単位に0.8を乗じる補正処理はしておりません。 　　CO2総排出量計 106.87 t-CO2

②南本牧揚げコンテナアルミの横もち距離の短縮

② 南本牧コンテナヤード→　（トラック）　→ 弊社大黒第一倉庫 5,260 t Ｘ 9 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 8.18982 8.19 t-CO2

弊社大黒第一倉庫 →　（トラック回送）　→ 南本牧コンテナヤード 460 t Ｘ 9 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 0.71622 *注 0.72 t-CO2

(年間200台で算出)

*注：コンテナの場合は貨物の実重量で計算しているため、排出原単位に0.8を乗じる補正処理はしておりません。 　　CO2総排出量計 8.91 t-CO2

③B社　　C社（運送会社）の集荷店から倉庫までの距離の短縮

③ 弊社大黒第一倉庫 →　（トラック）　→ C社　横浜南支店 2400 t Ｘ 20 km X 173 ÷ 1000000 ＝ 8.304 = 8.30 t-CO2

*注：コンテナの場合は貨物の実重量で計算しているため、排出原単位に0.8を乗じる補正処理はしておりません。 　　CO2総排出量計 8.30 t-CO2

3事業合算のCO2総排出量計　＝　106.87 t　+　8.91 t　+　8.30 t　＝　124.08 t-CO2

現行

貨物量

（空のときは、2.3tとして計

算）
距離

CO2排出原単位

（トラック）

現行

現行

貨物量

（空のときは、満載10t

として計算）
距離

CO2排出原単位

（トラック）

現行

現行

貨物　　　　　　24.0t
コンテナT．W　 2.3t
計　　　　　　　 26.3t

（株）住友倉庫、井住運送（株）、西濃運輸（株）

６



総合効率化計画概略図

①A社　　現行東京大井～都内→横浜本牧～南本牧への変更によるドレー距離の短縮

① 本牧コンテナヤード →　（トラック）　→ 弊社南本牧新倉庫 9,468 t Ｘ 5 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 8.18982 8.19 t-CO2

弊社南本牧新倉庫 →　（トラック回送）　→ 本牧コンテナヤード 828 t Ｘ 5 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 0.71622 *注 0.72 t-CO2

(年間360台で算出)

*注：コンテナの場合は貨物の実重量で計算しているため、排出原単位に0.8を乗じる補正処理はしておりません。 　　CO2総排出量計 8.91 t-CO2

②南本牧揚げコンテナアルミの横もち距離の短縮

② 南本牧コンテナヤード→　（トラック）　→ 弊社南本牧新倉庫 5260 t Ｘ 1 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 0.90998 0.91 t-CO2

弊社南本牧新倉庫 →　（トラック回送）　→ 南本牧コンテナヤード 460 t Ｘ 1 ㎞ X 173 ÷ 1000000 ＝ 0.07958 *注 0.08 t-CO2

(年間200台で算出)

*注：コンテナの場合は貨物の実重量で計算しているため、排出原単位に0.8を乗じる補正処理はしておりません。 　　CO2総排出量計 0.99 t-CO2

③B社　　C社の集荷店から倉庫までの距離の短縮

③ 弊社南本牧新倉庫 →　（トラック）　→ C社　横浜南支店 2400 t Ｘ 12 km X 173 ÷ 1000000 ＝ 4.9824 4.98 t-CO2

(年間360台で算出)

*注：コンテナの場合は貨物の実重量で計算しているため、排出原単位に0.8を乗じる補正処理はしておりません。 　　CO2総排出量計 4.98 t-CO2

3事業合算のCO2総排出量計　＝　8.91 t　+　0.99 t　+　4.98 t　＝　14.88 t-CO2

3事業合算のCO2削減量　　　　＝　124.08 t　-　　 14.88 t　＝　109.20 t-CO2
3事業合算のCO2削減率　　　　＝　109.20 t　÷　124.08 t　＝　      88％

CO2排出原単位

（トラック）計画
貨物　　　　　　24.0t

コンテナT．W　 2.3t

計　　　　　　　 26.3t

距離

計画

計画

計画

計画

貨物量

（空のときは、2.3tとして計算）

貨物量

（空のときは、満載10tとし

て計算）

７



日本通運㈱長野支店による総合効率化計画の概略

８
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愛 知県内 岐 阜県内 三 重県内

O 倉 庫

メー カー １

メー カー ２

メー カー ６メー カー ３

メー カー ４

メー カー ５

共 同 配 送共 同 配 送共 同 配 送

新 た に流通 業務施 設 を建設 して 従 来 ３ヵ所 の倉 庫 で扱 って いた 製品 を一括管理 し 、物 流 会社
と協 力 して 共 同配 送 の確立 に よ り積 載 効率 の向上 、車 両 台 数 の減少 、輸 送 距 離 の短縮 を実現

し 、そ の結 果 、ＣＯ ２の大 幅 な 削減 を図 る もので ある 。

総 合 効 率 化

愛 知県内 岐 阜県内 三 重県内

T倉 庫 S倉 庫 K倉 庫

メー カー １

メー カー ２

メー カー ６メー カー ３

メー カー ４

メー カー ５

メー カー １、同 ２、同 ３、同 ４、同 ５、同 ６各 社 の製 品 は 、そ れ ぞれ 指定 され た倉 庫 に入庫 し 、そ れ
ぞれ の倉庫 ごとに愛 知 、岐 阜 、三 重 県内 の各所へ トラック輸 送 を行 って いた 。

従 来 の体 制

新倉 庫 に集約

東陽倉庫（株）・東陽物流（株）の総合効率化計画の概要

貨 物 ①Ｔ倉庫 ：メーカー１・メーカー２
②Ｓ倉庫 ：メーカー３・メーカー４・メーカー５
③Ｋ倉庫 ：メーカー６



　・輸送網集約
　・CO2削減
　・拠点集約
　・貨物一括管理

①

③

②① ②

③

現　行 計　画

NTC

TCB

NCB等 NCB等

NUCT

TCB

NTC

④

⑤

⑥

NUCT

NCC

旭運輸（株）・日本コンテナ輸送（株）の総合効率化計画概略図

１０



（株）日立物流の総合効率化計画概略図

１１



名古屋港

② 

① 

現行 

愛知県 

各 務 原

愛知県 

弥富市
名古屋港

⑤ ② 

①

④

③ 

稲沢市 
清 須

岐 阜
岐 阜

清 須

稲沢市

愛知県 

岐 阜

④

③

⑥ 

計画
各 務 原

岐 阜

愛知県 

弥富市

愛知海運（株）、アイカイ物流（株）の総合効率化計画概略図

１２



 

名古屋港 

愛西流通センター

全国へ発送 

名古屋港

全国へ発送 

外部倉庫

岐阜物流センター

計 画現 行

日本通運（株）の総合効率化計画概略図

１３



（現行）

㈱上組の効率化計画の概略図

㈱豊田自動織機
輸出：（織機・搬送機器

）

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

㈱豊田自動織機
輸出：（織機・搬送機器

）

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

㈱豊田自動織機
輸出：（織機・搬送機器

）

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

㈱豊田自動織機
輸出：（織機・搬送機器

）

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

２次輸送

輸入貨物

輸出貨物

輸入貨物

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

金城7号倉庫
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（計画）

㈱上組弥富物流センター

㈱豊田自動織機
輸出：（織機・搬送機
器）

輸入貨物

２次輸送

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

㈱上組弥富物流センター

㈱豊田自動織機
輸出：（織機・搬送機
器）

輸入貨物

２次輸送

輸出貨物

㈱上組弥富物流センター

㈱豊田自動織機
輸出：（織機・搬送機
器）

輸入貨物

２次輸送

輸出貨物

輸入貨物

２次輸送

輸出貨物

名古屋ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ
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現状現状

名古屋港

倉庫Ａ

倉庫B

倉庫C

片道：19km

片道：6.5km

計画計画

名古屋港

片道：2.0km

倉庫集約
距離短縮

岐阜エリア

小牧エリア

一宮エリア

稲沢エリア

岐阜エリア

小牧エリア

一宮エリア

稲沢エリア

CO2CO2総排出量：総排出量：56.4 t-CO2/年

CO2CO2総排出量：総排出量：43.2 t-CO2/年CO2CO2削減：削減：13.2 t-CO2/年（削減率
23%） ＊改良トンキロ法にて算出

片道：13km

新倉庫

現状現状

名古屋港

倉庫Ａ倉庫Ａ

倉庫B倉庫B

倉庫C倉庫C

片道：19km

片道：6.5km

計画計画

名古屋港

片道：2.0km

倉庫集約
距離短縮

岐阜エリア

小牧エリア

一宮エリア

稲沢エリア

岐阜エリア

小牧エリア

一宮エリア

稲沢エリア

CO2CO2総排出量：総排出量：56.4 t-CO2/年

CO2CO2総排出量：総排出量：43.2 t-CO2/年CO2CO2削減：削減：13.2 t-CO2/年（削減率
23%） ＊改良トンキロ法にて算出

片道：13km

新倉庫

濃飛倉庫運輸（株）の総合効率化計画
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所在地

濃飛倉庫運輸㈱

○ ○

実走距離 約3km

所在地

濃飛倉庫運輸㈱

○ ○

実走距離 約3km
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（株）ユーネットランス
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総 合 効 率 化 計 画 概 略 図

Ｂ倉庫

メーカーＡ社
工場

量販店配送センター

店 舗

店 舗

店 舗

量販店配送センター

中京陸運
小牧物流センター

メーカーＡ社
工場

量販店配送センター

店 舗

店 舗

店 舗

量販店配送センター

≪ 現 行 ≫ ≪ 計 画 ≫

中京陸運株式会社

Ｃ倉庫

Ｄ倉庫

④

⑤

①

②

③

①

１９



東伸運輸（株）・安城倉庫運輸（株）の総合効率化計画
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１．Ａ社

現行の物流フロー

海上
コンテナ 路線・貸切
①

海上コンテナ②

計画する物流フロー

路線・貸切

南港拠点
大阪港

大阪港
各
店
舗

海上コンテナ①

総合効率化

各
店
舗門真拠点

（特定流通業務施設）

２．Ｂ社

現行の物流フロー

（東日本）

【東日本】 浦安拠点 路線・貸切

メーカー
　　　　　路線・貸切 （東日本）

路線・貸切
販社

路線・貸切

路線・貸切 （西日本）

【西日本】
摂津拠点

路線・貸切③
（西日本）

路線・貸切④

計画する物流フロー

（東日本）

【東日本】 浦安拠点

メーカー
（東日本）

販社

【西日本】 （西日本）

路線・貸切③
メーカー

（西日本）
販社

路線・貸切④
（特定流通業務施設）

大井港

販売店

総合効率化

販売店

卸問屋

卸問屋
海上コンテナ①

大阪港

海上コンテナ①

海上コンテナ②
メーカー

卸問屋

海上コンテナ② 卸問屋

販売店

大井港

販売店

大阪港

３．Ｃ社

現行

　各メーカー倉庫 2ｔ車輸送　①
2ｔ車輸送②

　各メーカー倉庫
2ｔ車輸送③

　各メーカー倉庫

　各メーカー倉庫 2ｔ車輸送④

10ｔ車輸送⑤
2t車輸送⑤

メーカー倉庫は各メーカー毎にあり、数十ヶ所におよぶ。

計画

　4t車輸送① 　2ｔ車輸送⑤
　各メーカー倉庫

　10ｔ車輸送② 特定 　10ｔ車輸送⑥ 　　　　　⑦
　各メーカー倉庫 流通

　4ｔ車輸送③ 業務
　各メーカー倉庫 施設

　10ｔ車輸送④

　各メーカー倉庫
デポより　各2t車輸送

総合効率化

岡山新店

大阪店

名古屋駅西店

京都新店

大阪店

東京配送センター
名古屋駅西店

デポ

デポ

デポ

デポ

日本通運（株）の総合効率化計画
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横浜港 厚木中央倉庫

東日本各地区倉庫

西日本各地区倉庫

総合効率化

（特定流通業務施設）

横浜港 東日本中央倉庫
東日本各地区倉庫

西日本各地区倉庫
大阪港 西日本中央倉庫

路線・貸切トラック

路線・貸切トラック

路線・貸切トラック

路線・貸切トラック
海上コンテナー

海上コンテナー

海上コンテナー

現行の物流フロー

計画する物流フロー

（株）杉村倉庫、杉村運輸（株）の総合効率化計画
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(株)上組・上組陸運(株)の総合効率化計画概要

計画

コンテナ輸送

横持ち ト
ラック輸送

臨港地区内

○現行の物流における課題
・再寄託先営業倉庫が多く点在する
・出荷時は一括仕分け・荷合わせが必要
→非効率な横持ちが発生

顧客へ
納 品

（株）上組
営業倉庫

（株）上組の再寄託先

Ａ社 営業倉庫

Ｂ社 営業倉庫

Ｃ社 営業倉庫

Ｄ社 営業倉庫

コンテナヤード

コンテナヤード

神戸港現行

コンテナ輸送

（株）上組
特定流通業務施設

再寄託先の拠点集約コンテナヤード

コンテナヤード

神戸港

顧客へ
納 品トラック輸送

○総合効率化計画による効果
・拠点集約による輸送網の合理化
・物流品質の向上（配送時間短縮）
・CO2削減（目標約３１％）

臨港地区内
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㈱流通サービスの総合効率化計画のイメージ図
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阪神サイロから荷主Ｂ工場への距離 15km 

認定による効果 
・輸送距離の短縮 
・年平均ＣＯ２削減量 28.47トン 

荷主Ｂ工場 荷主Ａ工場 

工場の集約・統合

荷主Ａ工場 

コンベア 
トラック はしけ コンベア 

 

従来のシステム 計 画 後

阪 神 サ イ ロ

（穀物サイロ）

阪 神 サ イ

（穀物サイロ

サイロ増設 

阪神サイロ㈱の総合効率化計画のイメージ図

２５



現 行 計 画

・廿日市インターチェンジ
から３．６ｋｍ

・４階建て、耐火構造
倉庫面積：４６５３㎡

・垂直型連続運搬装置や
情報交換システムを導入

・輸送・保管・荷捌き・流通
加工を一体的に実施

横持ち輸送、空車回送を解消、
大型車両使用による輸送効率
の向上を図り、流通業務を一体
的に実施することにより、

ＣＯ２削減量１９．４４トン
約１１％の削減率！！
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物流総合効率化法に係る総合効率化計画概要図（関西陸運㈱）

松山第二営業所

（松山市）

フジ松前センター

（松前町）

２拠点からの非効

率な輸送体制

フジ・メディコ各店舗

現行

松山営業所

（東温市）

営業所間の無駄

な輸送が発生

CO2排出量：1,712t-co2
床面積　　　：20,315㎡

計画

松山営業所を増設・拡張し特定流

通業務施設として整備。

・２拠点からの輸送体制を集約

・近隣の松山第二営業所を統合

関西陸運フジＧＳセンター

（東温市）

フジ・メディコ各店舗

CO2排出量：1,367t-co2
床面積　　　：33,655㎡ CO2削減量：345t-co2

CO2削減率：20.1%
増設面積　 ：13,340㎡

特定流通業務施設
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440㎞

城戸運送春賀倉庫

（大洲市）

150㎞

松山まで

40㎞

顧客へ配送

（8割が松山以東）

（4ｔ車、13t車）

現行

CO2排出量：79t-CO2

Ａ社東大阪商品センター

（東大阪市）

Ａ社宇多津商品センター

（宇多津町）

計画

Ａ社東大阪商品センター

（東大阪市）

Ａ社宇多津商品センター

（宇多津町）

城戸運送松山物流センター

（松山市）

大洲

松山－大洲間（40

㎞）の無駄な輸送の

削減

新物流センター（特定流

通業務施設）を需要の中

心である松山に建設

400㎞

110㎞

（15t車）

車両の大型化（4t車、13t

車→15t車）による効率化

CO2排出量：52t-CO2

CO2削減量：27t-CO2

CO2削減率：33.8%

施設面積　 ：2,134㎡

物流総合効率化法に係る総合効率化計画概要図（城戸運送㈲）
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２９

（株）マルハ物流ネット・新長門運送（株）【箱崎配送センター】の総合効率化計画の概要



（株）マルハ物流ネット・新長門運送（株）【鳥栖物流センター】の総合効率化計画の概要
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九
州
各
地
の
問
屋

九
州
各
地
の
問
屋

近畿物流センター

第三ターミナル

北九州営業所

九
州
各
地
の
問
屋

九
州
各
地
の
問
屋

第三ターミナル

伊万里工場

フェリー

近畿物流センター

伊万里工場

モーダルシフト

二酸化炭素排出量

3,730ｔ－CO2 2,432ｔ－CO2
削減率約３５％
削減量1,298ｔ－ＣＯ2

近畿物流センター

㈱博運社
北九州営業所

㈱博運社
第三ターミナル伊万里工場

フェリー
（南港）

フェリー
（門司）

現行 計画後

特積み施設（荷捌き・ 配送）

特定流通施設及び特積み施設
（保管・配送・荷捌き・流通加工）

スルー型 ストック型

営業倉庫

トラック輸送

横持ち輸送
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総
合
効
率
化
計
画

総合効率化計画概略図 （ 山九（株）・（株）ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ九州 ）

博多港 苅田流通
センター

門司港久山地区

玉名

Ａ社作業

Ｂ社作業

Ｃ社作業

特定流通業務施設（福岡物流センター）

計画

第２箱崎物流Ｃ

新宮物流Ｃ

箱崎物流Ｃ（廃止）

博多港
苅田流通
センター

門司港

福岡物流
センター

久山地区

玉名

宇美地区

Ａ社作業

Ｂ社作業

Ｃ社作業

現行

第２箱崎物流Ｃ

箱崎物流Ｃ

新宮物流Ｃ
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